
最低制限価格等の算定式の見直し

最低制限価格制度等の導入状況 ～181団体が未導入～

最低制限価格等の公表時期 ～導入済の団体の１割前後は事前公表～

＜いずれも未導入の自治体＞

【範 囲】 予定価格の 7.0/10～9.0/10

【計算式】 ・直接工事費×0.95
・共通仮設費×0.90
・現場管理費×0.80
・一般管理費等×0.55
上記の合計額×1.08

【範 囲】 予定価格の7.0/10～9.0/10

【計算式】 ・直接工事費×0.95
・共通仮設費×0.90
・現場管理費×0.90
・一般管理費等×0.55
上記の合計額×1.08

H25.5.16～H28.3.31 H28.4.1～

H26.4.1時点 H27.3.31時点 H26.4.1時点 H27.3.31時点

2 2 2 2

4.5% 4.5% 4.3% 4.3%

1 0 0 0

5.0% 0.0% 0.0% 0.0%

173 166 59 51

12.4% 11.8% 9.6% 8.3%

176 168 61 53

12.1% 11.6% 8.9% 8.0%

最低制限価格の事前公表

市区町村

合計

基準価格の事前公表

都道府県

指定都市

H26.4.1時点 H27.3.31時点 H26.4.1時点 H27.3.31時点 H26.4.1時点 H27.3.31時点

44 44 20 20 483 484

93.6% 93.6% 100.0% 100.0% 28.0% 28.1%

3 3 0 0 132 134

6.4% 6.4% 0% 0% 7.7% 7.8%

0 0 0 0 907 922

0% 0% 0% 0% 52.7% 53.6%

0 0 0 0 200 181

0% 0% 0% 0% 11.6% 10.5%

都道府県 指定都市 市区町村

最低制限価格制度

のみ導入

いずれも未導入

両制度を併用

低入札価格調査制度

のみ導入

ダンピング対策について

７


